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 調査結果を踏まえ、製造委託等の取引において、⽀払期⽇までの期間を60⽇超に設定した代⾦の⽀払が認めら
れた委託事業者1,135名に対し、⽀払遅延の未然防⽌の観点から注意喚起⽂書を送付した。

件数業種名件数業種名件数業種名
8運輸に附帯するサ−ビス業24電⼦部品・デバイス・電⼦回路製造業75電気機械器具製造業
8⾮鉄⾦属製造業22鉄鋼業73⽣産⽤機械器具製造業

7医薬品卸売業・医療⽤品卸売業
（その他の卸売業）21専⾨サ−ビス業67⾦属製品製造業

5機械器具⼩売業21協同組合61建築材料、鉱物・⾦属材料等卸売業
4通信業19技術サ−ビス業60機械器具卸売業
3不動産賃貸業・管理業18広告業59輸送⽤機械器具製造業
3電気業17飲⾷料品卸売業57プラスチック製品製造業
2倉庫業16総合⼯事業56化学⼯業
2⽯油製品・⽯炭製品製造業16家具・装備品製造業47情報サ−ビス業
1インタ−ネット附随サ−ビス業13道路貨物運送業46印刷・同関連業
1酪農業・養鶏業（農業）13情報通信機械器具製造業44はん⽤機械器具製造業
1ガス業10⾃動⾞整備業40パルプ・紙・紙加⼯品製造業
1放送業10飲⾷料品⼩売業38映像・⾳声・⽂字情報制作業

0不動産取引業9ビルメンテナンス業・警備業（その他
の事業サ−ビス業）36⾷料品製造業

21その他の業種9各種商品卸売業34窯業・⼟⽯製品製造業
9各種商品⼩売業28業務⽤機械器具製造業

（注） 業種名は、原則として⽇本標準産業分類（令和５年７⽉告⽰ 総務省）上の中分類による。ただし、 「その他の事業サービス業」については細分類の「ビルメンテナンス
業」及び「警備業」のみ対象（ビルメンテナンス業・警備業は２業種としてカウント）、「その他の卸売業」については細分類の「医薬品卸売業」及び「医療⽤品卸売業」のみ対象、
「不動産賃貸業・管理業」については⼩分類の「貸家業、貸間業」及び「駐⾞場業」を除外、 「不動産取引業」については⼩分類の「不動産代理業・仲介業」を除外、 「農業」
については細分類の「酪農業」及び「養鶏業」のみ対象。
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